
平成27年12月

農林水産省

平成28年度税制改正主要事項

１．新規・拡充事項

（１）農地中間管理機構への貸付けなど農地の利用の効率化及び高度化

の促進を図るための農地の保有に係る課税の強化・軽減の措置の創

設（固定資産税）

（２）農地中間管理機構への貸付けを促進するための農地の贈与税納税

猶予制度の納税猶予打切要件の見直し（贈与税、不動産取得税）

（３）農村地域工業等導入促進法に基づく工業等導入地区内の農地等を

工場用地等として譲渡した場合の譲渡所得の特別控除（800万円）の

要件緩和（所得税）

（４）エネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場合の特別償却(30

％）又は税額の特別控除（７％）（グリーン投資減税）の拡充（対象

設備に木質バイオマス発電設備等を追加）及び２年延長（所得税・

法人税）

２．延長事項

（１）農地中間管理機構が農用地等を取得した場合の所有権移転登記

の税率の軽減措置の２年延長（登録免許税）

（２）農業協同組合等の合併に係る課税の特例措置（適格合併の要件

緩和）の一部見直し及び３年延長（法人税）


